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港湾区域に関する現代的な諸論点
―港湾法の解釈論・立法論に関する覚書き―
木 村 琢 麿
港湾法においては、港湾区域が中核的な要素をなしており、いわば固
有の意味での港湾として位置づけられる（１）。それゆえに、港湾区域につ
いては、港湾法が詳細な規律をしているが、近時では、港湾区域におけ
る風力発電施設の設置をはじめとした、港湾の新しい利用形態が出現し
ていることに伴って、港湾区域のあり方などが問題になっている（２）。こ
れは、現行の港湾法のもとでの港湾の本質（ないし港湾利用の本質）に関
わる問題であり、これまでにも類似の問題がさまざまな形で論じられて
きたことを考えれば、古くて新しい問題ということもできる。
本稿では、こうした問題状況に鑑みて、港湾区域に関するいくつかの
論点を示したうえで、港湾法の解釈論と立法論に関する試論を述べるこ
とにしたい。
なお、本稿は、港湾法の特定の条文を対象にしたものであるが、港湾
研究ノート
⑴ 港湾の概念の多義性につき、木村琢麿『港湾の法理論と実際』（成山堂書
店、２００８年）１頁以下。
⑵ 港湾における風力発電の導入に関する問題状況につき、以下のサイトを
参照。
―http:／／www.mlit.go.jp／kowan／kowan_tk４_０００００６.html
―http://www.mlit.go.jp/report/press/port06_hh_000077.html
なお、これらの情報には、平成２３年度および平成２４年度に国土交通省港
湾局の委託事業として行われた、「港湾における再生可能エネルギーの導入
円滑化及び利活用方策に関する検討会」の成果が含まれており、筆者もこ
の構成員として参加した。同検討会においては、行政実務の担当者を含め
た多くの参加者からさまざまな示唆をうけたが、本稿の内容は、すべて筆
者の私見にとどまるものである。
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法の一般的な解釈論や立法論に通ずる部分、あるいは他の公共施設の関
係法令にも応用できる部分があり、さらには公物法の一般法理に資する
面もあると思われる。
１．港湾区域の範囲に関する問題
港湾法４条６項は、国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾および避
難港の港湾区域の設定について、「国土交通大臣又は都道府県知事は、
予定港湾区域が、当該水域を経済的に一体の港湾として管理運営するた
めに必要な最小限度の区域であつて、当該予定港湾区域に隣接する水域
を地先水面とする地方公共団体の利益を害せず、かつ、港則法（昭和２３
年法律第１７４号）に基づく港の区域の定めのあるものについてはその区域
を超えないものでなければ、第４項の同意をすることができない。ただ
し、同法に基づく港の区域の定めのある港湾について、経済的に一体の
港湾として管理運営するために必要な最小限度の区域を定めるために同
法に基づく港の区域を超えることがやむを得ないときは、当該港の区域
を超えて同意をすることができる」と定めている。避難港以外の地方港
湾についても、ほぼ同様である（４条７項）。そこで、港湾区域の設定
が、具体的にどのような考慮事項のもとでなされるべきかが問題とな
る。とりわけ、風力発電事業をはじめとした、港湾の新しい利用形態が
どこまで考慮されうるか、という問題である。
⑴ 港湾法４条６項における「経済的に一体の港湾として〔の〕管理運
営」の意義
このうち、港湾法４条６項本文の「経済的に一体の港湾として管理運
営するために必要な最小限度の区域」の文言、とりわけ「港湾として〔の〕
管理運営」の文言については、いくつかの考え方がありうる。
① 同項本文の「港湾として〔の〕管理運営」を狭義に解する立場と
して、「（港湾法２条５項に列記された）港湾施設の管理運営」という意味
に解するという立場がありうる。実務上の解説書においても、同項にお
ける港湾の管理運営について、営造物としての港湾を港湾管理者の側か
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ら見た作用であるという説明がなされており（３）、その場合の港湾とは、
港湾区域および港湾施設の物的施設と、これを運営する人的施設の総合
体、すなわち営造物としての港湾であると説明されている（４）。
しかし、この立場を前提にした場合にも、「一体の……管理運営」と
いう文言からして、附随的要素を含む趣旨であると解するのが自然であ
る。他の法令上も、「一体として管理を行う必要があるもの」という文
言は、本来的な要素のほか、附随的要素を含む意味で用いられている
（海岸法２条２項、河川法６条１項３号など）（５）。また、港湾区域や臨港地
区の外に位置する施設も港湾施設になりうることからすると（港湾法２
条６項）、港湾施設は港湾区域の範囲を確定する要素とはいえないこと
になる。
そもそも、概念的にいえば、営造物としての港湾という場合の港湾
は、「港湾管理者が管理する権限を有するもの」に限られ、「私人の所有
又は管理する港湾施設」は原則として含まない、と説明されており（６）、
港湾法上の港湾施設を網羅的に含んだものではない。したがって、少な
くとも伝統的な営造物概念から港湾法４条６項の限定解釈をすることは
できない。
② 同じく狭義に解する立場として、港湾法４条６項本文の後段に、
「港則法に基づく港の区域の定めのあるものについてはその区域を超え
ない」ことという限定があることに着目して、同項本文前段の「港湾と
して〔の〕管理運営」は、港湾における船舶の入出・碇泊等の機能を維
持する作用を意味する、という立場もありうる。
すなわち、港則法の規制の直接的な目的は「船舶交通の安全」および
⑶ 山口真弘＝住田正二『港湾行政』（日本港湾協会、１９５５年）９頁。
⑷ 同前６頁。この記述に対する批判的な評価として、多賀谷一照『逐条解
説港湾法』（第一法規、２０１２年）２―３頁があるが、この問題については、同
書に対する筆者の書評（季刊行政管理研究１４２号〔２０１３年〕７５―７６頁）をも参
照。
⑸ たとえば、河川法６条１項３号につき、河川法研究会編『逐条解説 河
川法解説〔改訂版〕』（大成出版社、２００６年）４１頁を参照。
⑹ 山口＝住田・前掲註⑶７頁。
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「港内の整とん」であり（１条）、船舶の入港や航路等に関する規定が同
法の中心的な要素をなしている。したがって、港湾法上の港湾区域の設
定が港則法上の港に関する区域設定を基本になされることは、港湾区域
が船舶による物流機能を維持するために設定されることを意味する、と
解するわけである。
しかし、この立場を前提にした場合にも、同項ただし書において港則
法による区域設定の例外を認めていることからすると、港則法の目的に
照らした限定よりも、「一体の……管理運営」の要請を優先したものと
解され、またその観点からしても、港湾区域には附随的機能が含まれる
ことを前提としていると考えることができる。
③ 他方、港湾法４条６項本文の「港湾として〔の〕管理運営」を広
義に解する立場として、同項にいう「管理」は、港湾管理者の行う管理
業務一般であると解する立場がありうる。これは、港湾管理者の総合調
整的な機能（７）に着目して、同項にいう「管理運営」には広範な管理運営
が想定されている、という見方である。
もとより、港湾法における港湾の概念は多義的であり、物流機能に対
応した営造物等々に限られる必然性はない。一般に、港湾法において
「港湾の開発」等の文言が用いられている場合の港湾（１条、２３条など）
は、港湾施設の管理等に限らず、港湾において行われるさまざまな活動
を意味すると解されている（８）。
こうした観点から港湾法３７条をみると、同条２項は、港湾区域におけ
る占用許可などについて、「港湾管理者は、前項の行為が、港湾の利用
若しくは保全に著しく支障を与え、……〔同法３条の３に基づく〕港湾
計画の遂行を著しく阻害し、その他港湾の開発発展に著しく支障を与え
るものであるときは、許可をしてはなら」ないと規定しており、まさに
「港湾の開発」等との整合性が考慮されるのであるから、その前提とし
て、港湾区域においては多種多様な活動が予定されていると解されるこ
とになる。
⑺ 参照、巻幡静彦『港湾法概説』（港湾協会、１９５０年）４２頁。
⑻ 山口＝住田・前掲註⑶１０頁。
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さらに、同項が「港湾計画の遂行を著しく阻害」するときには、許可
を与えてはならないと規定していることは、占用許可の判断に当たっ
て、港湾計画に定められうる諸活動が総合的に考慮される趣旨であると
解される。もっとも、実際の港湾計画においては、現在のところ、新し
い港湾利用の諸要素について必ずしも積極的に規定されているとはいえ
ないが（９）、港湾法上は、その枠づけをする基本方針において、「港湾の
開発」等の方向性をはじめ、広範な事項が定められることが予定されて
いるのであるから（３条の２第２項）、港湾計画において、港湾区域を場
としたさまざまな活動を掲げることは可能であると解される。
なお、港湾法３７条１項４号は、「港湾の開発、利用又は保全に著しく
支障を与えるおそれのある政令で定める行為」についても港湾管理者の
許可を要するとしており、これをうけた同法施行令１４条では、港湾の開
発等に著しい支障をおそれのある行為について、限定的な列挙がなされ
ているにとどまるが、上述のような港湾法３７条の趣旨からすれば、社会
情勢の変動に応じて、広範な事項を定めることが可能であるといえる。
したがって、港湾法４条６項にいう「港湾として〔の〕管理運営」の
対象となる港湾の用法としては、物流（特に、港湾区域を利用する船舶に
よる物流）を中核的な要素としながらも、それ以外の要素を広く含んだ
意味で理解するのが自然であろう。
④ 上記③の立場のように、港湾法４条６項の「港湾として〔の〕管
理運営」は港湾管理者の管理運営業務一般であるとしても、港湾管理者
の業務は港湾法１２条１項に列記されているので、その列記事項に関連し
た業務のみが考慮される、という消極的な立場もありうる。特に港務局
の業務は、同項に列挙されたものに限られるというのが、実務の一般的
な解釈である（１０）。
しかし、地方公共団体が港湾管理者となる場合には、同法１２条の準用
がなされるにとどまるから（３４条）、その一般的な行政権限に照らして
⑼ 港湾計画の基本的な事項に関する基準を定める省令（以下、港湾計画基準
省令という）を参照
⑽ 山口＝住田・前掲註⑶１６６頁。
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も、同条１項の列挙事由に限定される根拠に乏しいこと、また港務局に
ついても、同法２３条１項は「港湾の開発」等という概念を用いて、港務
局の委員会の委員長の事務を広範に規定しており、なおかつ同法４５条の
２に基づく条例によって、港湾の利用および管理に関する行政事務が港
務局の委員会の委員長に委ねられうること、たとえば港湾環境整備施設
の整備は港務局が当然になしうる業務であるとされているところ（４３条
４項などを参照）、同法１２条１項において、港務局の業務として港湾環境
整備施設の維持管理に関する業務が明示されていないこと（１１）、などから
して、同項の列挙事由は、港湾法４条６項にいう港湾の管理運営に関し
て、決定的な意味をもつものではないと解される（１２）。
⑤ さらに、港湾法４条６項の基本的な趣旨を考慮する必要がある。
同項は、港湾管理者の設立は地方公共団体の発意に基づくという枠組み
のもとで、「経済的に一体」の港湾としての管理運営という単位を定め
ていることからすると、同項は、港湾管理者の設立に当たって複数の地
方公共団体の利益が問題になる可能性があることを考慮して、主として
地方公共団体相互の関係を調整することを意図したものであると解され
る（１３）。このような理解は、同項前段に「当該予定港湾区域に隣接する水
域を地先水面とする地方公共団体の利益を害せず」という限定が付され
ていること、海岸法上の海岸保全区域の指定（３条）や河川法の河川区域
⑾ 港湾環境整備施設の維持管理は、港湾法１２条１項３号にいう、「港湾の開
発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全のため必要な港湾施設
……の建設及び改良に関する港湾工事」に含める余地はあるが、港湾法が
港湾工事とそれによって生じた施設の維持管理とを峻別していることにつ
き、木村・前掲註⑴１４２頁以下、同「法的観点からみた公共施設の維持管理」
運輸と経済７３巻７号（２０１３年）４０頁以下。
⑿ 山口＝住田・前掲註⑶１４９頁は、港湾法１２条１項の列記事項について、
「あるいは重複があり、あるいは不用なものが規定され、必ずしも理論的
に整備されていない」という。なお、同項１４号の「その他前各号の業務を
行うため必要な業務」は、確認規定にすぎないとされる（同書１６４頁）。
この問題は、フランスでは公施設法人の事業特定の原則に関わるもので
あるが、同国の自治港公団は、この原則を緩和した先駆的存在であるとい
われる（木村琢麿『ガバナンスの法理論』（勁草書房、２００８年）３５０頁）。
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の指定（６条）において、この種の調整規定がないことからも正当化され
る。
このことからしても、他の地方公共団体の利益を害さないかぎり、港
湾法４条６項の「経済的に一体の港湾として〔の〕管理運営」の文言は
柔軟に解されるべきである。かかる趣旨解釈も上記③の立場の根拠とな
りうる。
⑵ 港湾法４条６項における「必要な最小限度」の意義
港湾法４条６項本文には、「必要な最小限度」という文言があるが、
この文言も弾力的に解するべきである。以下にその理由を述べることに
しよう。
① 一般に、「最小限度」という文言は、講学上の比例原則の意味に
解されることが多い。たとえば、警察官職務執行法１条２項は、「この
法律に規定する手段は、前項の目的のため必要な最小の限度において用
いるべきものであつて、いやしくもその濫用にわたるようなことがあつ
てはならない」と定めているが、これは比例原則を明文化した規定であ
ると解されている（１４）。また、港湾法６０条の２が、同法における許可の条
件について、「許可に係る事項の確実な実施を図るため必要な最小限度
のものに限り、且つ、許可を受けた者に対し、不当な義務を課すること
となるものであつてはならない」と定めているのも、同様の趣旨である
と解される（１５）。他方、同法４条６項では、港湾区域の設定にあたって
「最小限度」の限定をした本文について、ただし書による例外が明示的
⒀ ちなみに、昭和３年港湾法草案１３条では、港湾区域は原則として主務大
臣が定めるものとされ、現行の港湾法のように港湾区域の範囲を限定する
文言が存在しなかった。また、同草案１３条２項は、例外的に府県知事が港
湾区域を設定する三等港湾について、命令の定めるところにより当該府県
の区域外にわたることを可能にしており、まさに府県の相互関係を重視し
た規定であった。
⒁ たとえば、宇賀克也『行政法Ⅰ〔第４版〕』（有斐閣、２０１１年）５５頁。
⒂ 同じく附款の制限に関する都市計画法７９条は、比例原則に基づく確認規
定であるとされる（塩野宏『行政法Ⅰ〔第５版〕』（有斐閣、２００９年）１８５頁）。
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に認められている（１６）。
したがって、港湾法４条６項は、港湾の本来的な用法とまったく無関
係な事業が広範に営まれるような場面を想定ながら港湾区域を設定する
ことは違法となる、という趣旨であると解される（１７）。
② 港湾区域に関する港湾法４条６項と類似の体裁をとる条文とし
て、海岸法３項３項がある。同項前段は、海岸法上の海岸保全区域につ
いて、「この法律の目的を達成するため必要な最小限度の区域に限つて」
指定するとしている。また、同項後段において、満潮時と干潮時の水際
線から５０メートルという数値が設定とされている点は、港湾区域に関し
て港則法上の港の区域が標準とされていることと共通性がある。
しかし、海岸保全区域は、海岸の保全という、消極目的の性格が強い
目的のために設定される区域であり、またその区域設定については、特
に民有地の所有権の権利制限が考慮されていることからしても（１８）、もっ
ぱら水域が指定される港湾区域の場合とは、権利制限の目的と程度が異
なるというべきである（１９）。河川保全区域に関する河川法５４条３項につい
ても、ほぼ同様の説明が可能である。
なお、他の法令においては、とりわけ立体的な保全区域の設定に関し
て、「最小限度」という限定が課せられるものがある（２０）。しかし、例外
⒃ 実際、臨港地区に関する港湾法３８条２項の「最小限度」についても、行
政解釈は、商社の事務所などを含めるといった例外的扱いを許容している
（山口＝住田・前掲註⑶３００頁）。
⒄ 巻幡・前掲註⑺８６頁も、予定港湾区域が「不当に狭いもの」でないと同
時に、「不必要な範囲にまで広すぎない」ものであることを要するとしてお
り、まさに講学上の比例原則をもとにした記述をしている。
⒅ 参照、建設省河川法研究会編『海岸法』（港出版合作社、１９５７年）３４頁。
⒆ 損失補償なき公用制限が許容される範囲に関する判例（最判平成１７・１１・
１判例時報１９２８号２５頁など）においても、権利制限の強度が実質的に考慮さ
れていると解される。学説の状況につき、宇賀克也『国家補償法』（有斐閣、
１９９７年）３９９頁以下などを参照。
⒇ 河川保全立体区域に関する５８条の３第３項、道路保全立体区域に関する
道路法４７条の１０第２項、公園保全立体区域に関する都市公園法２５条２項な
ど。
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的ないし補充的な空間設定について「最小限度」の文言が使われる場合
とそれ以外の場合とでは、その意義は必ずしも一致しないというべきで
ある。
⑶ 港湾における本来の用法の意義
筆者は、前出⑴に掲げた解釈のうち、基本的には③の立場を支持する
ものであるが、こうした港湾法４条６項の解釈は、そもそも港湾におけ
る《本来の用法》は何か、という問題と密接に関連している。港湾法に
おいては、港湾の本来の目的は明示されていないので、同法全体の趣旨
に基づいて、その意義を合理的に解釈する必要がある（２１）。これは港湾法
の全般にかかわる問題であるが、本稿のテーマに関連する限りで試論を
述べることにしたい。
① この問題については、港湾法４条６項における港則法の引用から
しても、同法における港湾は物流機能を目的としたものであり、船舶の
一般利用がその本来の用法であるといえなくもない。実際、第２次大戦
前の解説書のなかには、港湾は「一般船舶碇泊の用に供する水域」であ
るとし、港湾の占用（特別使用）は、「港湾の一般の自由使用を妨げない
限度」で認められる、と述べるものがあった（２２）。
しかし、今日の学説上は、公物の本来の用法であるか否かは、相対的
な区分であるとされる（２３）。港湾法に即してみても、たとえば環境保全の
ための港湾利用は、昭和４８年の港湾法改正によるものではなく、その性
質上当然に許容される利用形態が法改正によって確認的に示されたにす
ぎないと解される（２４）。また、港湾区域における一般利用の意義も、社会
通念に照らして柔軟に捉えられる必要がある（２５）。
少なくとも、港湾区域の占用については、港湾法３７条における「港湾
21 国家賠償法２条による損害賠償責任の判断にあたっても、公物の本来の
目的が考慮される場合がある（最判平成５・３・３０民集４７巻４号３２２６頁）。
22 田中好『土木行政』（常盤書房、１９３２年）２９１頁、３０７頁。同旨、細田徳壽『港
湾・運河論』（好文堂書店、１９４１年）３―４頁。
23 たとえば、美濃部達吉『日本行政法』（有斐閣、１９４１年）８１８―８１９頁、塩野
宏『行政法Ⅲ〔第４版〕』（有斐閣、２０１２年）３９５頁。
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の開発」等の文言や「港湾計画」との整合性を求める規定によって、い
わば港湾の広範な本来的機能が予定されていると解される。さらに、同
法４条６項における「経済的に一体の港湾として〔の〕管理運営」とい
う文言の趣旨解釈を通じて、附随的な目的のための機能も積極的に認め
られるべきことになる（２６）。
② 港湾の本来の用法を考えるうえでは、港湾の一般的な特性をも考
慮する必要がある。すなわち、港湾空間（港湾区域のほか、臨港地区や港
湾隣接地域などを含む）は、陸域と海域の主要な結節点として、その性質
上本来的に、多種多様な産業が集積しやすい空間である。また、港湾空
間は、港湾管理者をはじめとした公的主体によるインフラ等の整備・管
理をもとにして、公的主体のみならず、民間企業等が一定の範囲で活動
できる公的な空間という特徴がある。それゆえにこそ、港湾は公私協働
24 たとえば、環境保全のための事業については、昭和４８年の港湾法改正に
よって、港務局の業務に「港湾区域内の水域の清掃その他の汚染の防除」
の文言が追加される（１２条１項２号）などの手当てがなされたところである。
しかし、公共事業における環境配慮は、法改正の如何に関わらず、裁判例
などにおいて明確化されてきたところであり（東京高判昭和４８・７・１３行裁
集２４巻６＝７号５３３頁など）、港湾法改正によって初めて導入されたという
理解は妥当でない。港湾は、他の公共事業に比べて、環境破壊の要素が相
対的に少ないので、逆に、海浜、緑地、広場などの港湾環境整備施設、廃
棄物処理施設、港湾公害防止施設といった環境保全のための施設が求めら
れ、それが昭和４８年の法改正において港湾施設として明文化されたにすぎ
ないと解するべきである。
なお、港湾環境整備施設の維持管理が同法１２条１項に明示されていない
ことも（⑴④参照）、こうした理解の根拠になりうる。
25 木村・前掲註⑴１６８―１６９頁に掲げた諸文献を参照。
26 山口＝住田・前掲註⑶１６０頁も、港湾法１２条１項３号の２と「港湾の開発」
の用語法（同項３号など）に注目しながら、港湾管理者の業務として、臨海
工業地帯の造成のような、「間接的な港湾利用の増大」のための業務が含ま
れるとしている。
また、道路についても、本来の用法以外の使用を広範に認めるための改
正がなされている（道路法３３条２項など）。港湾法や河川法の許可制度も、
同様にこうした現代的な変容を許容していると解される。
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の先駆的存在であったといえるわけである（２７）。
かかる港湾空間の性質は、現行の港湾法上、「港湾の開発」等の文言
を通じて読み取られるべきであろう。また、そうした港湾空間における
多様な機能を調整するのが港湾管理者の役割であることになる。
したがって、港湾法は、港湾区域を利用する船舶による物流を中核的
な利用方法としながらも、それ以外のさまざまな港湾の利用を予定して
おり、それらを単なる例外的な利用方法として位置づけているわけでは
ないと解するのが自然であろう。
③ 港湾の本来の用法を考えるうえで注目される判例として、最判平
成１９・１２・７民集６１巻９号３２９０頁がある。同判決は、海岸法上の一般公
共海岸区域における占用許可ついて、国有財産法１８条６項の規律が及ぶ
としたうえで、当該海岸区域の用途又は目的を妨げない限度において占
用許可が認められるとしている。すなわち、同最判は、「国が所有する
一般公共海岸区域は国有財産法上の行政財産であるが、海岸法３７条の４
は、一般公共海岸区域の適正な保全を図るため、その占用について、国
有財産法１８条３項所定の行政財産の使用又は収益の許可に代え、海岸法
７条の規定に倣い、海岸管理者の許可を要することとしている。同法に
は、一般公共海岸区域の占用の許否の要件に関する明文の規定が存在し
ないが、一般公共海岸区域が行政財産としての性格を失うものではない
以上、同法３７条の４により一般公共海岸区域の占用の許可をするために
は、行政財産の使用又は収益の許可の要件が満たされている必要がある
というべきであって、一般公共海岸区域は、その用途又は目的を妨げな
い限度において、その占用の許可をすることができるものと解するのが
相当である。したがって、一般公共海岸区域の占用の許可の申請があっ
た場合において、申請に係る占用が当該一般公共海岸区域の用途又は目
的を妨げるときには、海岸管理者は、占用の許可をすることができない
ものというべきである」と述べている。
また、国有財産法に関する実務の解説書においても、同項の解釈とし
て国有財産の「本来の用途又は目的」という観点が示されている（２８）。こ
27 木村・前掲註⑿３５３頁以下。
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の考え方は、一般論としては、地方公共団体の所有する公有財産につい
ても妥当しうるところである（地方自治法２３８条の４第７項参照）。
しかし、港湾区域の占用許可に関する港湾法３７条は、同条２項におい
て不許可事由を明示しており、そのなかで港湾計画の内容や「港湾の開
発」等を考慮する仕組みをとっているのであるから、港湾の本来の用法
も幅広く認める趣旨であると解される（２９）（３０）。
④ さらに、海岸や河川などとの比較の観点からすると、第２次大戦
前は、河川・港湾・海岸等の占用について共通の規定がおかれていたが
（明治２３年内務省訓令３６号）、戦後は法令ごとに規定されており、港湾区
域の占用に関する港湾法３７条が、「港湾の開発」等の文言を用いて、最
も詳細な考慮事項を掲げている。このことからしても、港湾区域の占用
許可の制度は、海岸法（７条、８条、３７条の４、３７条の５）や河川法（２３条以
下）などにおける占用許可と比べた場合には、少なくともそれらと同等
以上に、広範な活動を予定していると解される。
28 建部和仁『国有財産法精解』（大蔵財務協会、１９９４年）３０７頁以下。
29 さらに、国有財産法１８条６項の解釈は柔軟になされる傾向にあることに
つき、同前３２１頁以下を参照。これに対応するフランスの動向について、木
村・前掲註⑿８０頁以下。
30 前掲最判平成１９・１２・７は、「申請に係る占用が当該一般公共海岸区域の
用途又は目的を妨げないときであっても、海岸管理者は、必ず占用の許可
をしなければならないものではなく、海岸法の目的等を勘案した裁量判断
として占用の許可をしないことが相当であれば、占用の許可をしないこと
ができるものというべきである。なぜなら、同法３７条の４の前記立法趣旨
からすれば、一般公共海岸区域の占用の許否の判断に当たっては、当該地
域の自然的又は社会的な条件、海岸環境、海岸利用の状況等の諸般の事情
を十分に勘案し、行政財産の管理としての側面からだけではなく、同法の
目的の下で地域の実情に即してその許否の判断をしなければならないので
あって、このような判断は、その性質上、海岸管理者の裁量にゆだねるの
でなければ適切な結果を期待することができないからである」と述べてお
り、この説示からすると、港湾管理者は、港湾法３７条２項の拒否事由に該
当しない場合にも、占用許可申請の拒否処分をなしうると解される。
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⑷ まとめ
以上の考察から、以下の結論が導かれる。
① 港湾の本来的な機能は、物流を中核として幅広く捉えられるべき
であるが、かりに港湾の本来的機能を限定的に解するにしても、港湾法
は港湾区域における多種多様な活動を予定しており、港湾区域の範囲に
ついても、柔軟に設定することが同法の趣旨に合致すると考えられる。
② そうした多様な港湾区域の利用を枠づけるために、港湾計画にお
いては、港湾区域の区分として、風力発電施設等の設置区域をはじめと
した、さまざまな区域を設定することができると解される（３１）。
③ 上記②に対応して、港湾計画基準省令などにおいても、風力発電
施設等に関する事項など、港湾区域の多様な活動に相当する事項をあら
かじめ定めることが許容されると考えられる。また、それらの施設の構
造等の規制は、「港湾の施設」の概念を通じてなされることから（港湾法
３７条１項３号、５６条の２の２、同法施行規則３条の５参照）、同概念の範囲
も、港湾区域の一般的な利用状況に照らして、幅広く設定されるべきで
ある。
④ 港湾隣接地域に関する港湾法３７条の２第１項、および臨港地区に
関する同法３８条２項が、同法４条６項とほぼ同様の文言を用いているこ
とからすると、以上に述べたことは、港湾隣接区域や臨港地区に関して
も、ほぼ同様に妥当すると考えられる（３２）。
⑤ その一方で、一般論としては、港湾法に関しては、個々の条文ご
とに、「港湾」、港湾の「管理」ないし「運営」などの意義を解釈する必
要がある（３３）。
31 現在、鹿島港において、洋上風力発電施設の設置を予定した区域として、
「再生可能エネルギー源を利活用する区域」が設定されている。
32 もっとも、港湾法４条６項については、前出⑴⑤の特殊性があるが、実
際上の結論の違いが生ずることは少ないと思われる。
33 たとえば、港湾の「管理」の多義性につき、木村琢麿「法理論の観点か
らみた改正港湾法」港湾２０１１年６月号３８頁以下。
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２．補論：フランス法における関連制度（その１）
以上に述べたところに関連するフランスの制度に触れておこう。
① フランスでは、中枢港および自治港の港湾区域（circonscription du
port）はコンセイユ・デタの議を経た政令（デクレ）によって定められると
規定されている（交通法典L５３１２―５条、L５３１３―３条）。
このうち自治港については、かかる政令の制定手続が具体化されてい
る。すなわち、港湾区域を定める政令は、港湾担当大臣、財政担当大臣
および海商担当大臣の提案に基づいて制定されるが、より実際的な手続
としては、港湾担当大臣から自治港創設の提案（港湾法典R１１１―１条）がな
されると、所在県の知事が港湾評議会などへの諮問をはじめとした区域
確定の手続を行い、その結果が港湾担当大臣に報告され、港湾区域の原
案が決定されることになる（港湾法典R１１１―３条以下）。
他方、中枢港については、自治港の港湾区域が原則として承継されて
いるので（交通法典L５３１２―５条２項３項）、現在のところ、この種の手続規
定は存在しない。
港湾区域に関する基準としては、条文上は、同一の政令によって定め
られた範囲における航路（acce｀s maritimes）を含み、それに利用される複
数の港湾（ports desservis par ces acce｀s maritimes）を含むことができると
いう基準が示されているにすぎない（交通法典L５３１２―５条２項、L５３１３―３条
２項）。
その他の他の港湾の港湾区域については、地方における国の代表機関
である知事の決定によって定められる（交通法典L５３３１―１条、港湾法典R
１５１―１条、R６１３―１条）。
② フランスでは、港湾区域の設定を私人（船会社など）が訴訟で争う
例がみられるが、判例上、裁判所は港湾区域の設定について、最小限の
統制しか行っていない（３４）。
また、地理的に可能であれば、港湾区域をひとつの市町村に帰属させ
ることが公益として認められており（３５）、講学上、地理的条件が許容する
範囲で港湾管理の一体性（unicite´）を黙示的に認めた判例として評価され
ている（３６）。その意味で、わが国の港湾法４条６項にいう経済的な一体性
港湾区域に関する現代的な諸論点
４４１（２２６）
に近い基準が採用されている。
港湾区域の実際上の意義は、港湾に関する規律が及ぶという推定が働
くにとどまる（３７）。すなわち、港湾区域や港湾地域（zones portuaires）に所
在する施設は、これらの区域内にあるという理由だけで公物とはみなさ
れず、公物であるか否かは、港湾の活動に供されているかという観点か
ら実質的に判断される（３８）。これは、日本における港湾施設の該当性を判
断するうえでの基準とほぼ同じものである（港湾法２条５項・６項参照）。
③ 公物の本来の用法の意義については、フランスでも柔軟に解され
る傾向にある。すなわち、法令上、公物の占用に際しては、当該公物の
供用目的との適合性（conformite´）が求められるが（公的財産一般法典L
２１２１―１条）、その供用目的と対立するものではなく、供用目的の延長線
上にあるものも認められている。判例上、たとえば大学の公物上に設置
された書店は、高等教育公役務の補助（comple´ment）としての機能を有す
ると位置づけられている（３９）。空港における供食施設や駐車場の占用など
も、同様に解されている。このような捉え方は、近時のフランスにおけ
る公物の資産価値向上の考え方にも合致している（４０）。
34 CE １０ avril ２００２, n°２２３１００, Ste´ Somatour, DMF ２００２, p. ７７１, note Re´-
zenthel. 港湾区域の中にマリーナ地区を設定したについて、独占的な埠頭
利用を認められた船会社が取消しを求めたが、コンセイユ・デタは、当該
区域設定が警察規制の障害にならないこと、当該船会社の独占的な埠頭利
用が違法と評価されることを理由として、原告の請求を退けた。
35 CE section, ２０ fe´vrier １９８１, n°１６４４９, Cne de Saint Quay Portrieux,
Rec. p.９６.
36 R. Re´zenthel, Note sous CE section,２０ fe´vrier１９８１, Revue du droit du
littoral et de la mer，n°４, p.２６．
37 J.-P. Beurier（dir.）, Droits maritimes, Dalloz,２００８, n°６１１.５３, p.８１５.
38 CE１７ de´cembre ２００３, n°２３６８３７, Ste´ Leaderracing. 港湾地域に近接する
公有財産について、港湾の利用に供するための整備がなされたことから、
公物として編入されるという大臣決定の違法性が争われた事件である。
39 CE１０mars１９９６, SARL La Roustane, AJDA １９９６, p.５５３.
40 Y. Gaudemet, Droit administratif des biens, １３e e´d., LGDJ, ２００８, p. ２３４-
２３５. なお、公物の資産価値向上につき、木村・前掲註⑿８０頁以下をも参照。
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３．港湾区域の周辺に対する法的規制
今日では、洋上風力発電施設の設置に絡んで、港湾区域の周辺につい
て法的規律を図ることが課題となっている。そこで、港湾区域以外の区
域に対する現行法上の規律とその問題点を述べたうえで、解決の方向性
を示すことにしよう。
① 実務上は、港湾区域から外れた区域で、将来的に港湾区域に取り
入れることを予定した地域などについて、予定港湾区域の制度（港湾法
４条）が用いられている（４１）。しかし、予定港湾区域においては、港湾区
域などと違って、港湾管理者が法的な規制をなしえないという問題があ
る。そもそも、予定港湾区域の制度は、本来は港湾管理者の設立過程に
おいて用いられる制度であり、すでに港湾管理者が設置されている場合
に用いることが想定されたものではない。
他方、河川法や道路法では、将来的に河川区域や道路区域になる区域
について、それぞれ予定河川区域と予定道路区域の制度が採用されてお
り、本来の区域に準じた規制がなされている（河川法５６条～５８条、道路法
９１条）。学説上、これらは、予定公物の例として説明されてきた（４２）。
そこで、港湾法においても、港湾管理者が設立されている場合につい
て、現行法上の予定港湾区域とは別に、予定公物に相当する制度が採用
されるべきであろう。
なお、このような区域設定をするためには、現行法上、港湾区域の定
めのない港湾（港湾法５６条）の制度を用いることも、考えられなくはな
い。しかし、現に港湾区域が定められている区域に隣接する区域につい
て、「港湾区域の定めのない」港湾の制度を採用することは、常識感覚
に反するであろう。
41 現在では、金沢港などにおいて、この種の予定港湾区域が設定されてい
る。
42 田中二郎『新版行政法・中巻〔全訂第２版〕』（弘文堂・１９７６年）３１４頁。そ
の他の予定公物の例として、公園予定地域（都市公園法３３条）がある。なお、
予定行政財産というべきカテゴリーを認める一般的な規定として、国有財
産法３条、地方自治法２３８条４項。
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② かかる予定公物に相当する概念とは別に、将来的に公物になるこ
とが予定されていない場合を含めて、公物に準ずる扱い認めるための概
念が求められる。現行法上も、こうした考え方が実質的に採用されてい
る。ここでも、港湾法に即して概観することにしよう。
たとえば、港湾区域の定めのない港湾は、港湾管理者が設置されない
ものの、港湾区域に準じて、行為規制等がなされる区域であると解する
ことができる。すなわち、港湾法５６条および５６条の２においては、港湾
区域に関する同法３７条および３７条の３とほぼ同じ文言の規定が採用さ
れ、またはこれらの規定が準用されている。
また、港湾区域という水域が本来的な意味での港湾であるとすれ
ば（４３）、臨港地区は、港湾区域に準じて、港湾管理者による規制がなされ
る陸域であるという見方も可能である（同法３８条の２以下）。さらに、港
湾隣接地域も、港湾区域における占用許可の規制（同法３７条）に準じて、
一定の規制を図るために設けられた地域であるといえる（同法３７条の２）。
これに対して、水域については、港湾隣接地域に相当する制度が存在し
ないという問題点がある。
他方、港湾施設については、港湾区域の外にあるものについても、港
湾区域内の施設と同様の規律をかけることが認められている（港湾法２
条６項）。また、港湾の施設は、港湾施設と異なり、港湾区域や臨港地
区という範囲に限定されることなく、同一の規律に服せしめるための概
念である（同法５６条の２の２以下）。
さらに、平成２５年の港湾法改正によって創設された緊急確保航路につ
いては、開発保全航路と同様の行為規制等が課せられており（５５条の３
の４）、非常災害の発生時を念頭において、いわば開発保全航路や港湾
区域に準ずる区域として指定されるものといえる。河川区域との関係に
おける河川保全区域も、ほぼ同様の意義をもつといえよう。
このように、港湾法は、港湾区域内に位置する港湾施設を中心的な規
律の対象にしながらも、港湾区域から外れた区域やそこに位置する施設
についても、段階的な規律を図っていることになる。つまり、公物の範
43 参照、木村・前掲註⑴１頁。
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囲による線引きにとらわれず、柔軟な規律が図られているわけである。
③ 道路や河川に関しては、沿道区域（道路法４４条）、特別沿道区域（高
速自動車国道法１３条・１４条）、河川保全区域（５５条の制度があり、それぞれ
道路区域や河川区域に準じて、一定の規制が図られている。空港周辺に
おいても、空港の種別等に応じて、空港周辺の区域において建築制限等
がなされている（空港法５６条の３など）。
これに対して、水域である港湾区域については、空港などと違って港
湾区域に隣接する区域の規律が乏しいという現実がある。そこで、今後
の課題としては、港湾区域の周辺においても、港湾区域に出入りする船
舶の航行を確保するために、一定の規制をすることが求められる。たと
えば、港湾区域の入り口に洋上風力発電施設が設置されようとしている
場合に、それを規制する権限が港湾管理者に付与されるべきであろ
う（４４）。開発保全航路の周辺についても、同様の問題が生じうる。
④ 公物法の一般法理としては、公物管理権の要素のひとつとして、
公物隣接区域に対する規制があげられてきた（４５）。しかし、明文の根拠が
ない場合にも、かかる規制が認められるか否かについては、議論の蓄積
が乏しいというべきであり（４６）、また条例において、公有水面の規制等が
なされる例も少ない。そこで、実際的な観点からすると、立法による解
決が望まれるところである。
⑤ 以上の考え方をさらに進めれば、公物法の一般理論として、公物
44 前掲註⑵に掲げたサイトを参照。
45 わが国では、公物法の問題としてのみならず、公用制限の問題として論
ぜられる。たとえば、田中二郎・前掲註42３１７―３１８頁、同『新版行政法・下
巻〔全訂第２版〕』（弘文堂・１９８３年）１５７頁。
なお、港湾隣接地域に対する制限も、公物隣接区域に対する制限である
とされる（原龍之介『公物営造物法〔新版再版〕』（有斐閣、１９９０年）２２２頁）。
46 フランスの判例上は、法令の明文の根拠がある場合に限って、公物の隣
接地域の規制が認められている（後出４．参照）。
日本では、海の管理権に関する一般的な法理、あるいは最判平成３・
３・８民集４５巻３号１６４頁の射程といった観点から論ずる方向性はありうる
が、ここではその問題には触れない。
港湾区域に関する現代的な諸論点
４３７（２３０）
以外に対しても、公物に準じた規律が柔軟に認められるべきであること
になる。これは、オーリウの《公的性格の段階性》の考え方に示唆され
るところであるが（４７）、この問題は別の機会に論ずることにしたい。
４．補論：フランス法における関連制度（その２）
以上に関連するフランスの法制度を概観しておこう。フランスでは、
公物に隣接する区域に関する規制として行政地役（servitudes administra-
tives）の制度があり、個別の法令において権利制限の内容が定められている。
たとえば、空港に関しては、空港に隣接する一定地域について、建築
の制限や標識の設置などの義務が課されている（１９５９年１月３日政令５９-９２
号など）。海岸周辺の土地についても、歩行者の通行を確保する義務が
あるほか、海事または観光に関する公益上の必要に基づいて建築制限を
課すことが認められている（都市計画法典L１６０―６条以下、１９６３年１１月２８日法
律６３―１１７８号など）。
これに対して、港湾区域に隣接する地域について、行政地役に相当す
る権利制限を認めた制度は存在しないが、前述のように港湾区域の範囲
が柔軟に設定されているので、この種の権利制限を課す必要がないとさ
れ、港湾区域の周辺に対する規律という問題関心は生じていないようで
ある。これに対して、日本では、港湾区域が厳格に設定されているの
で、これを緩和する法理や制度が求められることになる。
なお、コンセイユ・デタの判例によると、港湾区域は公物である
が（４８）、港湾区域に隣接する陸域については、性質上、港湾の機能に寄与
する土地は、いわばわが国でいうところの港湾隣接地域に相当する地目
をも含めて、包括的に公物としての性格が認められている（４９）。この判例
47 木村・前掲註⑿１０８頁、１３８頁。
48 CE１８fe´vrier１９５５, Ste´ de de´couage, RPDA １９５５, p.９２.
49 CE１９octobre１９５６, Ste´ Le Be´ton, Recueil Dalloz １９５６, p. ６８１. なお、コ
ンセイユ・デタの意見では、空港や港湾の特許事業の対象となる土地につ
いては、その土地の供用の目的を問わず、公物性が認められている。CE
avis１３juin１９８９, EDCE １９８９, n°４１，p.２５０.
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の考え方は、現行法上、包括的公物制度（domanialite´ publique globale）と
して一般化されている（公的財産一般法典L２１１１―１６条以下）。この制度も、
わが国の公物法理との比較において、参考に値するであろう。
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